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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（1）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間における我が国の経済は、企業収益が改善し、設備投資も下げ止まるなど、

緩やかに回復しつつあります。しかし、景気の先行きについては、緩やかな回復が期待されるものの、一

方で、輸出や生産の増加ペースの鈍化や、海外経済の下振れ、円高、株安による景気の下押しなど、リス

クが強まっております。 

情報サービス産業においては、アウトソーシングやクラウドサービスへの需要など、一部に回復の兆し

が見られるものの、新規システム構築の抑制や保守・運用コストの削減など、全般的にはＩＴ投資の抑制

傾向が続いております。また、低価格化、納期短縮、品質の向上に対するお客様の要望はますます高まっ

ております。 

 

【経営施策の取組状況】 

このような状況のもと、当社グループは、「質を伴う量の拡大」を図り、持続的な事業の発展及び企業価

値の拡大を実現するべく、中期経営の主な取組として「サービス提供能力の強化」、「グループ事業の拡大・

強化」、「環境志向経営の推進」に取り組み、「変革の先進企業」として「お客様満足度 No.1」を追求いた

しました。 

具体的な取組については、以下のとおりであります。 

 

＜サービス提供能力の強化＞ 

・戦略的な情報活用を組み込んでお客様の変革を加速させるビジネスインテリジェンス（ＢＩ）分野

において、これまで培ってきた独自の方法論や業務別ソリューションなどの取組を体系化し、お客

様にとって最適なＢＩサービスの提供体制を強化。 

・新たなサービス提供及び市場創出に向け、先進的なセンサーネットワーク技術やロボット技術など

を連携させるための技術開発・事業展開に取り組む専門組織として「ロボティクスインテグレーシ

ョン推進室」を設置。 

 

＜グループ事業の拡大・強化＞ 

・英国における卸売・流通、消費財業界等におけるノウハウ及び経験豊富な人材を獲得し、グローバ

ルな競争環境にあるお客様への対応能力を強化するため、当社子会社であるドイツの itelligence 

AG を通じて、英国の中堅企業向けＳＡＰビジネスを展開する Chelford SAP Solutions Ltd.と資本

提携。 

 

＜環境志向経営の推進＞ 

・生物多様性保全という社会課題への貢献活動を目的として、財団法人日本自然保護協会の協力の下、

当社グループの社員・家族の参加による「水辺の外来種調査」を全国 10 箇所で実施。外来種の生息

地データを収集し、同協会に提供。 

 

上記の取組に加え、保険・医療分野のさらなる事業拡大に向けた体制強化を図るために、パブリック＆

フィナンシャルカンパニーの組織機構の一部を再編し、「保険・医療ビジネス事業本部」を新たに設置いた

しました。 
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【事業活動の取組状況】 

以上の取組を通じて、新規システムの受注・サービス開始に向けた積極的な営業活動及び効率的なシス

テム開発を推進するとともに、提供中のシステムについては、引き続き安定したサービスの提供に努めま

した。 

セグメント別の取組については、以下のとおりであります。 

 

＜パブリック＆フィナンシャル＞ 

・千葉県立東金病院を中心とする地域医療ネットワーク「わかしお医療ネットワーク」において、シ

ームレスな地域連携医療のモデルとして慢性疾病管理プログラムの運用を開始。 

・地方銀行・第二地方銀行向け基幹系共同センター「STELLA CUBE」において、㈱仙台銀行の参加が決

定し、利用予定行は７行に拡大。 

・多様化する各種決済のオペレーションをＰＯＳ端末にて一元化し、容易に導入したいという小売事

業者のニーズに応えるため、ＡＳＰ形式によるＰＯＳ端末向けの「PastelPort 中国銀聯決済サービ

ス」の提供を開始。 

 

＜グローバルＩＴサービス＞ 

・北米における市場拡大と拠点拡充のため、当社子会社である米国の M.I.S.I.Co.,Ltd.を通じて、Ｉ

Ｔスタッフィングビジネスを展開する米国の Cue Data Services, Inc.と資本提携。 

・㈱ＮＴＴデータ・ビズインテグラルが、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）への早期対応とグループ経

営の見える化を実現するＩＦＲＳ対応ソリューション「連結クラウド」の提供を決定。 

 

＜ソリューション＆テクノロジー＞ 

・「BizXaaS クラウド構築サービス」のラインアップとして、大規模データを高速に処理できる Hadoop

（ハドゥープ）を活用した、新しいビジネス機会を生み出すためのコンサルティングからシステム

構築、運用まで幅広く対応する「Hadoop 構築・運用ソリューション」の提供を開始。 

・「BizXaaS プラットフォームサービス」のラインアップとして、文書ファイルを管理・活用し業務改

善を実現する「文書管理サービス」、及び複数のシステム同士のデータ連携を簡易に行える「ＥＤＩ

サービス」の提供を開始。 

・㈱日経 BP 主催の「第 1 回クラウドランキング」（日経コンピュータ 2010 年９月 29 日号掲載）にお

いて、“ベストブランド賞”を受賞。 

 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績につきましては、当期に完成した大型案件及び連結子会

社の拡大等により売上高は増加したものの、不採算案件の影響等により営業利益、経常利益及び四半期純

利益は減少となりました。 

 

・売上高    2,722億円（前年同期比  3.3％増） 

・営業利益    125億円（同     25.8％減） 

・経常利益    115億円（同     23.9％減） 

・四半期純利益    62億円（同     19.6％減） 

 

【その他】 

当社元社員による特許庁元職員への贈賄の件につきましては、お客様、株主の皆様、並びに関係する全

ての方々に対して、ご心配、ご迷惑をお掛けしましたことを深くお詫び申し上げます。 

当社では、今回の事件を厳粛に受け止め、社長を委員長とする社内調査委員会による調査、及び社外有

識者委員会による検証を行い、９月６日にそれぞれ報告書を公表するとともに、改めて、社内外に対し「コ

ンプライアンス宣言」を行いました。 

当社グループは、「信頼」が企業にとって最も貴重な財産であるとの認識のもと、全社員に対するコンプ

ライアンス教育の徹底や内部統制強化などの再発防止の取組を早期かつ着実に実行し、信頼回復に努めて

まいります。
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（2）連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は1兆3,303億円と、前連結会計年度末に比べて511億円、4.0%の増

加となりました。資産及び負債の主な増減は以下のとおりであります。 

・資産 

 流動資産は、資金運用に伴う有価証券の増加等により、5,070億円と前連結会計年度末に比べて514億

円、11.3%増加し、固定資産は、連結子会社の拡大等により増加したものの、減価償却費が投資を上回

ったこと等により8,233億円と前連結会計年度末に比べて3億円、0.0%減少。 

・負債 

 社債の発行等により、7,174億円と前連結会計年度末に比べて533億円、8.0%増加。 

 

（3）連結業績予想に関する定性的情報 

最近の業績の動向等を踏まえ、平成 22年８月３日に公表した平成 23 年３月期（平成 22年４月１日～

平成 23 年３月 31 日）通期の連結業績予想を以下のとおり修正しております。 

   （売上高） 

     景気影響や厳しい価格競争等に加え、円高の進行による為替影響等により減収が見込まれること 

   （営業利益） 

     管理費等の効率化を図るものの、景気影響等による減収に加え、不採算案件の影響等に伴う減益

が見込まれること 

 

   このような状況から、通期の連結業績予想を修正しております。 

   なお、経常利益、及び当期純利益につきましては、主として営業利益の増減によるものです。 

 

（単位：億円）    

               売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想（Ａ） 

(平成 22 年８月３日発表) 
12,000 900 870 470

今 回 修 正 予 想（Ｂ） 11,600 750 700 365

増 減 額（Ｂ－Ａ） △400 △150 △170 △105

増 減 率  （％） △3.3% △16.7% △19.5% △22.3%

（ご参考） 

前期実績（平成 22 年３月期） 
11,429 816 757 356

 

 

２．その他の情報 

（1）重要な子会社の異動の概要 

期中における重要な子会社の異動はありません。 

 

（2）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定にあたり加味する加減算項目や税額控除項

目を、重要なものに限定しております。 

 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

該当事項はありません。 

 

 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ（9613）　平成23年３月期　第２四半期決算短信

― 4 ―



（3）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月

10日）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20

年３月10日）を適用しております。 

これによる影響はありません。 

 

②資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平

成20年３月31日）を適用しております。 

  これにより、営業利益、経常利益が82百万円減少し、税金等調整前四半期純利益が999百万円減少

しております。 

 

③棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成

20年９月26日）を適用しております。 

これによる影響はありません。 

 

④企業結合に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12

月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」 （企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「研究開

発費等に係る会計基準の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関

する会計基準」 （企業会計基準第７号 平成20年12月26日）及び 「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」 （企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用して

おります。 

  なお、これらの適用に伴い、適用初年度の期首において部分時価評価法により計上していた評価差

額は全面時価評価法により計上しておりますが、これによる影響は軽微であります。 

 

⑤表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書） 

・前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間において、販売費及び一般管理費の「の

れん償却額」と相殺していた「負ののれん償却額」は、その金額の重要性が高まったことから、当

第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結累計期間において営業外収益に区分掲記しておりま

す。なお、前第２四半期連結会計期間の販売費及び一般管理費に含まれている「のれん償却額」と

相殺している「負ののれん償却額」は９百万円、前第２四半期連結累計期間は19百万円であります。 

 

・前第２四半期連結累計期間において、営業外費用に区分掲記していた「固定資産売却損」は、その

金額の重要性が低下したことから、「その他」に含めて表示しております。なお、当第２四半期連

結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれている「固定資産売却損」の金額は24百万円であり

ます。 

 

・前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含

めて表示していた「有価証券評価損」については、その金額の重要性が高まったことから、当第２

四半期連結会計期間及び当第２四半期連結累計期間において区分掲記しております。なお、前第２

四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれている「有価証券評価損」は144百万円、前

第２四半期連結累計期間は190百万円であります。 
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・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表

等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２

四半期連結会計期間及び当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の

科目を追加で表示しております。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

・前第２四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表

示していた「定期預金の純増減額（△は増加）」については、その金額の重要性が高まったことか

ら、当第２四半期連結累計期間において区分掲記しております。なお、前第２四半期連結累計期間

の投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれている「定期預金の純増減額（△は増

加）」は429百万円であります。 

 

・前第２四半期連結累計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローに区分掲記していた「長

期借入れによる収入」については、その金額の重要性が低下したことから、「その他」に含めて表

示しております。なお、当第２四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含まれている「長期借入れによる収入」は320百万円であります。 

 

・前第２四半期連結累計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表

示していた「少数株主からの払込みによる収入」については、重要性が高まったことから、当第２

四半期連結累計期間において区分掲記しております。なお、前第２四半期連結累計期間の財務活動

によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれている「少数株主からの払込みによる収入」は60

百万円であります。 

 

 以  上 
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